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共産党 民主党 自民党・公明党
米軍のアフガニスタン
報復戦争・イラク侵略
戦争、自衛隊の戦争支
援に反対。

政府・与党の「新テロ
特措法」に対し、アフ
ガン本土への自衛隊派
兵、武器使用などを認
める「アフガン支援特
措法」を提出。

インド洋でのアメリカ
軍に対する給油活動を
継続する「新テロ特別
措置法」を、衆議院の
２／３という数の力で
「再議決」。

　75歳以上のお年寄りを国保や健保から追い出し、毎月１万円近い保険
料を年金から天引きする後期高齢者医療制度。その原型となったのが、
2000年11月の健康保険法改悪の際の「老人保健制度に変わる新たな高齢
者医療制度の創設」という付帯決議。これを自民・民主・公明・社民が
共同提案。共産党だけが反対。

共産党 民主党 自民党・公明党
後期高齢者医療制度廃
止法案の成立をめざ
す。

　　　同じ
後期高齢者医療制度の
一部見直しを表明。
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（読売新聞「憲法世論調査」から作成）
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憲法9条守れが多数
「厳密に守る」
「解釈や運用で対応」
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私
に
と
っ
て
教
育
と
政
治
が

結
び
つ
い
た
き
っ
か
け
は
、
２

年
前
の
運
動
会
で
、
受
け
持
ち

の
子
ど
も
の
お
ば
あ
ち
ゃ
ん
と

の
会
話
で
し
た
。

　

「『
障
害
者
は
、
社
会
の
役

に
た
た
な
い
』
と
思
い
込
ん
で

い
ま
し
た
が
、
生
徒
さ
ん
た
ち

が
生
き
生
き
が
ん
ば
っ
て
い
る

姿
を
見
て
、
涙
が
止
ま
り
ま
せ

ん
で
し
た
。
子
ど
も
た
ち
が
大

切
に
さ
れ
る
の
は
、
平
和
あ
っ

て
こ
そ
」。
お
ば
あ
ち
ゃ
ん
の

話
し
に
私
も
も
ら
い
泣
き
で
し

た
。
私
は
こ
の
と
き
、“
教
育

基
本
法
を
守
る
こ
と
は
平
和
を

守
る
こ
と
”“
自
分
た
ち
の
大

切
な
子
ど
も
た
ち
を
守
る
こ

と
”
だ
と
理
解
し
ま
し
た
。

子
ど
も
、教
職
員
を
大
切
に

「
ル
ー
ル
な
き
教
育
行
政
」の
転
換
を

チェンジ
Vol.１

　

「
お
金
が
な
い
か
ら
と
退
学
し
て
い
く
友
達
は
も
う

見
た
く
な
い
」。「
競
争
ば
か
り
あ
お
っ
て
、
子
ど
も
や

教
職
員
は
く
た
く
た
。
そ
の
く
せ
、
教
育
条
件
は
、
放

っ
た
ら
か
し
」。
と
う
と
う
日
本
の
教
育
予
算
は
、
Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
28
カ
国
中
、
最
下
位
に
転
落
し
ま
し
た
。

　

今
の
政
治
を
根
本
か
ら
変
え
る
政
治
勢
力
が
前
進

し
、
衆
参
両
院
で
与
野
党
逆
転
に
な
れ
ば
、
国
の
責
任

で
30
人
以
下
学
級
の
実
施
、
教
育
予
算
の
大
幅
増
、
長

時
間
過
密
労
働
の
改
善
な
ど
の
道
が
ひ
ら
け
ま
す
。

政
治
を
変
え
る
こ
と
は

子
ど
も
を
守
る
こ
と

濱
川
知
子
さ
ん（
大
阪
市
立
聾
学
校
・
青
年
）

労
働
の
ル
ー
ル
・

く
ら
し
守
る
政
治
へ
の
転
換
を

チェンジ
Vol.２

　

キ
ヤ
ノ
ン
は
派
遣
労
働
者
の
直
接
雇
用
化
を
決
め
、

参
議
院
で
は
、「
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
廃
止
法
案
」

が
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
貧
困
と
格
差
を
是
正
し
、
ワ
ー

キ
ン
グ
プ
ア
を
な
く
す
方
向
に
、
国
民
の
た
た
か
い
が

大
き
く
前
進
し
て
い
ま
す
。
今
度
の
総
選
挙
は
、
こ
う

し
た
方
向
を
よ
り
大
き
く
前
進
さ
せ
る
チ
ャ
ン
ス
で

す
。

長
時
間
労
働
と
メ
ン
タ
ル

ヘ
ル
ス
問
題 

い
ま
声
あ
げ
よ
う

松
本
洋
介
さ
ん（
高
槻
市
立
清
水
小
・
青
年
）

　

今
で
も
同
期
の
仲
間
と
は
よ

く
飲
み
会
を
し
ま
す
が
、「
あ

い
つ
、
今
休
ん
で
る
で
」
と
い

う
話
し
を
よ
く
聞
き
ま
す
。
私

自
身
も
１
年
目
の
と
き
は
、
上

か
ら
た
た
か
れ
る
た
め
に
や
っ

て
い
る
よ
う
な
“
研
究
授

業
”、
内
容
の
な
い
初
任
研
の

た
め
に
子
ど
も
た
ち
か
ら
切
り

離
さ
れ
る
こ
と
も
頻
繁
で
、
自

信
を
失
っ
て
い
ま
し
た
。
今
度

の
選
挙
は
、
私
た
ち
青
年
が
声

を
上
げ
る
と
き
だ
と
思
い
ま

す
。

　

ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
、
格
差
社

会
を
は
じ
め
と
す
る
さ
ま
ざ
ま

な
社
会
問
題
が
、
私
た
ち
と
も

密
接
に
つ
な
が
っ
て
い
る
と
思

い
ま
す
。
真
剣
に
子
ど
も
と
向

き
合
い
、
一
生
懸
命
働
い
て
も

“
期
限
満
了
”
の
４
文
字
で
あ

っ
さ
り
職
を
失
う
、
こ
ん
な
理

不
尽
な
雇
用
形
態
に
は
心
底
、

腹
が
た
っ
て
い
ま
す
。

　

私
は
原
水
爆
禁
止
世
界
大
会

に
、
３
年
間
続
け
て
参
加
し
て

い
ま
す
。
世
界
大
会
は
、
被
爆

者
や
海
外
の
平
和
活
動
家
の
発

　

自
衛
隊
に
よ
る
イ
ン
ド
洋
で
の
米
軍
支
援
は
、
憲
法
９
条
に
も
「
新
テ
ロ
特
措
法
」
に

も
違
反
す
る
武
力
行
使
そ
の
も
の―

―

名
古
屋
高
裁
は
、
画
期
的
な
違
憲
判
決
を
言
い
渡

し
ま
し
た
。
憲
法
を
な
い
が
し
ろ
に
し
た
ア
メ
リ
カ
い
い
な
り
の
改
憲
政
治
に
今
こ
そ
、

終
止
符
を
う
ち
、
憲
法
を
守
り
生
か
す
政
治
を
か
ち
と
り
ま
し
ょ
う
。

９
条
守
り
、憲
法
の

理
念
生
か
す
政
治
へ
の
転
換
を

チェンジ
Vol.３

　

橋
下
知
事
は
、

府
立
学
校
に
勤
め

る
教
務
事
務
補
助

・
非
常
勤
補
助
３
５
０
人
の
雇
用
よ

り
、
御
堂
筋
な
ど
の
「
イ
ル
ミ
ネ
ー

シ
ョ
ン
が
大
事
」
と
言
い
放
ち
ま
し

た
。
こ
れ
は
20
年
・
30
年
も
の
長
期

に
わ
た
り
公
教
育
を
さ
さ
え
て
き
た

非
常
勤
職
員
の
実
態
を
無
視
し
た
も

の
で
す
。
生
存
権
を
も
じ
ゅ
う
り
ん

す
る
こ
の
怒
り
を
大
き
な
エ
ネ
ル
ギ

ー
に
し
て
、
が
ん
ば
り
ま
す
。

言
を
直
接
聞
く
こ
と
が
で
き
、

大
教
組
の
な
か
ま
と
い
ろ
い
ろ

話
し
合
え
、
身
を
も
っ
て
平
和

の
大
切
さ
を
確
認
で
き
る
貴
重

な
場
で
す
。

　

今
度
の
選
挙
で
「
憲
法
守

れ
」
の
声
を
も
っ
と
大
き
く
し

た
い
と
思
い
ま
す
。

　

労
使
合
意
、
人
勧
制
度
ま
で
踏
み
に
じ
り
、
全
国

最
悪
の
賃
金
削
減
を
強
行
。
財
政
危
機
を
理
由
に
府

民
の
く
ら
し
、
教
育
を
切
り
捨
て
る
一
方
で
、
大
型

開
発
は
す
べ
て
聖
域
扱
い
。
そ
し
て
、“
ク
ソ
教
育

委
員
会
発
言
”
に
盗
み
撮
り
。
職
場
で
は
橋
下
「
改

革
」
に
対
す
る
怒
り
が
沸
騰
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
総
選
挙
で
、
橋
下
知
事
を
さ
さ
え
る
政
治
勢

力
に
痛
打
を
与
え
、
府
政
転
換
の
展
望
を
大
き
く
き

り
ひ
ら
き
ま
し
ょ
う
。

国
政
を
変
え
れ
ば
、

府
政
の
転
換
に
つ
な
が
る

チェンジ
Vol.４

病気で休職する教員が増加

資料：文部科学省資料より

（注）病気で休職している教員と、そのうち精神性疾患による
　　休職者が、公立学校の全教員数（学校基本調査報告書に
　　よる）に占める比率。
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共産党 民主党 自民党・公明党
教育基本法改悪に反対するたたかい
をリード。改悪後も憲法と教育の条
理にもとづく教育を提唱。

与党の教育基本法改悪案の対案とし
て、「愛国心」教育を明記。「（教育
は） 不当な支配に服することな
く」を削除。

安倍内閣が教育基本法の改悪を強
行。国民の強い反発を招き、政権投
げだし。

教育基本法の「改悪」（2006年11月）での各党の立場

ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
と

自
分
た
ち
の
つ
な
が
り
、見
え
て
き
た

男
性
Ａ
さ
ん（
障
害
児
学
校
勤
務･

臨
時
教
職
員
）

政
治
の
な
か
み
変
え

教
育
と
日
本
の
未
来
ひ
ら
こ
う

憲
法
ま
も
る
力
、

さ
ら
に
大
き
く
し
た
い

鳥
居
あ
ゆ
み
さ
ん（
大
阪
市
立
神
路
小･

青
年
）

　ワーキングプアを生み出すきっかけとなったのが、1999年の労働者派遣法
の大改悪。対象業種が原則自由化され、さらに2003年には製造業にも拡大さ
れた。1999年の法改悪では、反対は共産党のみ。これにより正社員をリスト
ラし、派遣へ置き換える動きが大規模にすすめられ、若者と女性の５割が非
正規労働者に。

共産党 民主党 自民党・公明党
99年法改悪に反対 99年法改悪に賛成 99年法改悪に賛成

国会で派遣労働者問題を
追及し、派遣法改正の流
れをつくるきっかけに。
派遣法を99年の改悪以前
の状態に戻すことを提
案。

日雇い派遣は禁止。99年
以前の「原則禁止」の状
態に戻すことには反対。

30日以内の派遣を禁止
し、その他の派遣労働は
規制しない。

ワーキングプアをつくった「派遣労働」

お年寄りいじめの「後期高齢者医療制度」

共産党 民主党 自民党・公明党
消費税増税反対。５兆
円の軍事費の大幅削
減、大企業への応分の
課税、政党助成金の廃
止などで財源確保。

年金財源として、「消
費税がふさわしい」。
一方、財界が求める法
人税の減税には「理
解」を示す。

「消費税10％が一つ
の案」（麻生首相）。社
会保障の費用を毎年
2200億円削る一方
で、米軍への「思いや
り予算」（★）に年間
2500億円を投入。

★思いやり予算…�日本政府は、米軍基地従業員の人件費、米軍家族住宅建設などの経費を気前よく
負担。これらは条約上、支払い義務のいっさいないものです。

所得の低い人に重くのしかかる「消費税」の増税

アメリカの戦争に対する態度

共産党 民主党 自民党・公明党
憲法９条を守り、平和
・人権・民主主義の精
神を政治に生かす。

「憲法提言」（06年）
で、国連の承認があれ
ばアメリカの軍事行動
に積極的に協力するこ
とを明記。

自民党「新憲法草案」
（05年）で、憲法の９
条２項を削除、「自衛
軍の保持」を明記。

憲法改定に対する態度

共産党 民主党 自民党・公明党
350万署名に示され
た府民運動を背景
に、府議会で論戦を
展開。大阪維新プロ
グラムの抜本見直し
を求め、７月府議会
では人件費削減など
の予算案に反対。

府職員の人件費削減
などが提案された７
月府議会の最終盤
で、 知事の姿勢は
「政権交代をめざす
民主党の立場と軌を
一にするところ」と
態度を一変させ、賛
成に回る。

府知事選挙で橋下徹
氏を推薦。府議会で
は知事与党として、
知事の財政再建の方
向と手法を高く評価
し、教育・福祉・文
化切り捨てを推進。

橋下府政に対する各党の立場

橋下知事が進めようとするムダな大型開発
安威川ダム・槇尾川ダム 437億

阪神高速大和川線 825億

新名神高速道路 471億

○�自民と民主はどういう関
係？

　�　昨年国民を驚かせた「大
連立」騒動。自民党と民主
党で連立政権をつくり、「福
田総理･小沢副総理」と、ポ
ストまで合意。国民の批判
で破談になったものの、政
策の基本にちがいがないこ
とを証明。

○�自民と民主で政権たらい回
し？

　�　「これから10年くらいの
間に、まず民主党が政権交
代し、どこかのタイミング
で自民党がもう一度いい政
党に生まれ変わって、また
政権を担う。そしてまた民
主党が政権を担う。３回く
らい政権を交代すれば、日
本にも民主主義が定着した
ことになる」
� （民主党・岡田副代表）

隠し撮り、「クソ教育委員会」など、
品格・資格を疑わせる知事の言動

○�「賃下げされても『子どもたちの
ため』と、どの教職員もギリギリ
いっぱいがんばっています。その
うえ『このザマ発言』、やる気を
これ以上奪わないでください」

○�「本当にこまっています。結婚し
たばかりで不安でいっぱいです」

○�「現場で、どれだけ必死になって
子どもたちのために働いている
か、知事は知っていますか」

○�「民主党まで抱きこんで、教職員
いじめなんてひどい」

橋下知事への
怒りのはがきより

Ｖ
Ｏ
Ｉ
Ｃ
Ｅ

Ｖ
Ｏ
Ｉ
Ｃ
Ｅ

Ｖ
Ｏ
Ｉ
Ｃ
Ｅ

共産党 民主党 自民党・公明党
教員免許更新制に反対。全国一斉学
力調査の中止。「子どもの貧困」の
克服、30人以下学級の実現、「世界一
の高学費」の是正、「教職員評価」・
臨時教職員制度の見直しを提案。

教員免許更新制に賛成。10年ごとに
100時間の講習を義務づけることを
提案。教職員１万人の削減をもりこ
んだ「行革推進法」（2006年）に賛
成。

教育基本法に続き、2007年に教育改
悪３法案を強行。教員免許更新制、
「指導不適切教員」づくり、全国一
斉学力調査などを推進。

教員免許更新制など各党の教育政策総
選
挙
特
集

Ｖ
Ｏ
Ｉ
Ｃ
Ｅ

非
常
勤
職
員

解
雇
撤
回
の
正
念
場

小
林
郁
子
さ
ん（
府
立
芦
間
高
校･

非
常
勤
職
員
）

Ｖ
Ｏ
Ｉ
Ｃ
Ｅ

●�国際児童文学館で私設秘書を使い、ビデオで
隠し撮り

●�「学力テスト」では、「このざまは何だ」「ク
ソ教育委員会」「予算はつけない」と暴言

●�35人学級存続でがんばったＰＴＡに対し、
「解体して新しい組織をつくらなければ」と
介入発言

二
大
政
党

政
権
交
代

っ
て
い
う
け
れ
ど


